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田 中 巌
日本の中小企業がグローバルな市場で価格競争力を失っている
という認識が強まっているが,本論文では,そのような企業は技術集約
的な自動車部品の生産に比較優位を持っているのではないかという議請
を展開する. WTO加盟を契機として自動車生産のブームが起きている
中,日本の対中国自動車部品輸出は飛躍的に増加している.しかし,一
般部品の輸出はコストの低い他のアジア諸国が価格競争力を有している
ので,日本企業はそのような部品にではなく,特殊な部品生産に競争力
を有し,それらの輸出を拡大していると考えることが出来る. 1994年
から 2003年までの日本の自動車部品 10産業に関するデータを用いた
実証分析からは,中国市場においてエンジニアリング･コストが高い部
品ほど輸出が増加しており,また日本国内で系列取引割合の高い部品産
業ほど輸出が拡大しているという結果が得られた. 
1 はじめに
近年の日本の自動車メーカーによる海外アウトソーシングの拡大は,日本
国内のメーカーと部品生産者との間の伝統的な取引関係に変化をもたらして
いると考えられている.特に,中国や東南アジアに進.旧している日系現地法
人による現地調達とアジアの低所得国からの輸入増大が,日本国内の中小部
品生産者に対する需要減少を加速しているという側面は見逃してはならない
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(Cwign o isn L000)olnadTmlno 2 ).この中小企業が直面する需要減少という
問題は,系列関係にある日本の自動車部品企業がグローバルな価格競争に優
位性を失い,大企業は系列を軽視して海外の安価な供給者と取引する経済的
動機を高めているということが背景にある.しかし,日本企業が提供する部
品は良質で固有なものが多く,それは系列メーカーの希望に沿うような特注
生産を行うために部品会社が多額の投資を行った結果であるとも考えられて
いる.このような特注部品の調達形態のことを ｢RSI契約に基づ くアウ ト
ソーシング｣と呼び,E]本国内では重要な取引形態として長く認識されてき
た (A nma18) r ma n ep n( 3 ㌧R Iは Rltosi-sau (99,Goss nadHlma 200))1 S eainhp
Spcfcnet nの略で,中小の下請け企業が親会社の必要とする部品生eiilvsmet
産のために行う,｢(親企業との)関係に特殊な投資｣ということを意味する.
そこで本論文ではこの ｢RSI契約に基づくアウトソーシング｣という概念を
用いて,世界貿易横間 (WTO)加盟を契機として自動車生産の拡大がみら
れる中国への日本の部品輸出に焦点を当て,日本の中小部品製造業者はデザ
インや,技術集約的で固有な部品生産に対 しては,中国市場で比較優位を
持っているという議論を展開してみたい.
中国は 2001年 12月に WTOに加盟し,自由貿易体制への移行を開始した.
自由貿易による自動車価格の低下を期待 して,同年前後から自動車需要は急
速に増加 し,これと併せて中国国内での生産も拡大 している (丸川 ･高山 
(2004)).この完成車生産の拡大は一般的な部品需要と特殊な部品需要と
のどちらをも拡大させ得るが,日本の部品産業に与える影響は均等であると
は必ずしもいえない.そこで,完成車生産拡大の部品調達行動に及ぼす影響
を 2種類に分けて考察する.一つ目の影響はメーカーによる部品調達が複数
の企業から行われる場合であり,これはその部品が一般的な範噂にある場合
になされるとする.中国の自動車メーカーはこれまで部品調達コストに敏感
で,一つの一般的な部品を購入するのに複数のサプライヤーから競争価格を
求めることが多かった (丸川 ･高山 (2004))･従って,WTO加盟後の生産
拡大で一位部品の需要が増加すれば中国国内のメーカーが日本からの輸入も
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増加させると考えられるが,現地や東南アジアの安価な供給者から調達する
機会を増やすことになるならば,むしろ価格競争力の弱い日本からの輸入は
あまり伸びなくなる可能性が強いといえる.
二つ目の影響は,メーカーが特定の部品供給者を選定し取引契約を結んで
部品調達を行う場合で,これは特別な部品に対 してなされるものとする･ 
wTO加盟による自動車生産の拡大が高級車生産の増大やモデル ･チェンジ
の頻度の上昇を含むものであれば,新しい車のデザインを可能とするような
特別部品の注文が増加するため,メーカーは ｢関係に特殊な投資 (RSI)｣
を契約条件とする単一契約を特定の部品供給者と結ぶ機会が増えると予想さ
れる.中国での自動車生産の拡大が,例えば日系多国籍企業によって,この
ような単一契約をより多く日本の系列サプライヤーに対して求めるとすれば,
日本の高い技術によって製造される部品の対中国輸出は増加することにな
る2).
以上のように,日本の対中国自動車部品輸出は,中国国内メーカーの部品
調達行動と部品生産そのものの特徴とに依存しており,近年の中国での自動
車生産拡大がどのような影響を日本の部品供給者にもたらすかは実証的な検
討が待たれているといえる.そこで本論文の実証分析では,日本の自動車部
品 10産業に関する 1994年から 2003年までのパネル ･データを作成し,対
中国自動車部品の輸出関数を計測してその要因を数量的に把握する･特に,
部品の製造コスト指標を説明変数に加えることによって特別な部品と一般的
な部品とを区別し,製造コストの高い部品は特殊で品質も良く,完成車,さ
らに高級車生産のグローバリゼーションによって対中国輸出が増大している
のではないかという観点からWTO加盟の影響について考察する.
本論文の構成は以下の通りである.次節で,近年の日本の自動車部品輸出
の傾向を概観し,中国国内の自動車生産と日本への自動車部品のアウトソー
シングの拡大について把握する.第 3節では先行研究を紹介し,｢RSIの契
約を伴うアウトソーシング｣のモデルに基づいて,日本の対中国自動車部品
輸出関数を導出する.第 4節では推計式を特定化し,データ･ソースの説明,
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及び推計結果の解釈を行う.第 5節で本研究の結論を述べる. 
2 近年のアジアにおける日本の自動車部品輸出と
中国の自動車生産及び日本へのアウトソーシングの拡大
始めに,アジア地域における日本の自動車部品輸出の最近の傾向について
概観する.図 1は,アジア地域への日本の自動車部品輸出給額を 1995年か
ら2003年について示したものである.実線は中国とアセアン 4カ国の合計
を表わし,点線は NIEsの 4経済を合計した金額である3).グラフからはこ
の期臥 日本の対中国 ･アセアン輔出は対 NIEs諸国への輸出に比べてはる
かに変動が大きかったことが読み取れる.特に,1997年のアジアの通貨危
機後,中国 ･アセアン諸国への輸出は大きく縮小したが,1999年以後再び
図 1 アジアへの日本の自動車部品輪出 :中国 .アセアンとNIEs諸国, 
1995｢-2003 
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ノ

＼ ′/ .▲二V一-'一I
■一.‥
1995 1996 1997 1998 1999 
. 
2000 
.一■'  
2001 2002 2003 
(年)
出所 :日本関税協会 r外国貿易概況｣各年版 12月号
注 :アセアン 4ケ軌 よインドネシ7.マレーシア､タイ,及びフィリピン.また,NIEsの 4経済
は香港,台湾,韓軌 及びシンガポールを指す.
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図 2 日本の対中国･アセアン4カ国における自動車部品輸出のEil別シェアの変
遷 :1995-2003
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注 :5カ国のシェアの合計は 100%になる.
拡大している.一方 NIEs諸国-の輸出にあまり変化は見られず,通貨危横
の影響もほとんど見受けられない.また,中国 ･アセアン輸出は NIEs輸出
よりも平均して大きく,中国とアセアン4カ国は,日本の自動車部品産業に
とって NIEsよりもはるかに重要な市場となっている.
これら5カ国の内,中国の部品市場としての重要性は顕著に伸びている.
図 2が示すように,5カ国に占める対中国部品輸出の割合は,2001年にそ
れまで最もシェアの大きかったタイを逆転して 1位となり,2003年にはそ
の割合も 40%を越えている.また,通貨危機直後にインドネシアのシェア
が急落したのに対して,中国のシェアは入れ代わるように急上昇している.
図 3は日本の対中国自動車輸出と乗用車輸出,及び自動車部品輸出とを比
較したものである.2001年の WTO加盟前後から,いずれの輸出とも飛躍
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図 3 Jj本の対中国自動車関連輸出の変化 :自動車,乗用車,及び自動車部晶, 図 4 中国における自動車生産台数の変化 :1990 200
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往 :｢自動車生産｣は乗用車の他にバス ･トラックの生産を含む･
注 ■｢自動車｣は乗同車.バス.及びトラックを含む.｢乗用車｣は乗用車のみ.｢自動車部品｣は
｢自動車｣の部品を表す.
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出来る. このような需要拡大はまた,日系多国籍企業の現地生産の拡大を加速させて
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00 図 5は日本の対中国自動車部品輸出額を中国で生産された自動車 1台当た
年に入ってからの中国国内における自動車生産の急激な変化もはっきりと見 10.
1
りの金額で表わし,200年を基準年 )とする指数に変換したも
て取れる.中国では,かつてはバスや トラックが生産の中心であった.しか のである.2000年以降この指数は上昇しており,中国の自動車生産におけ
し,乗用車生産が 2003年に約 200万台に通しており,これは国中自動車稔 る日本の自動車部品の重要性が WTO加盟によって急速に高まったことを示
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額 :2001年-1 ,1 5-2003990.
して, A ∑pI
台当たりに必要な各部品の投入係数は,メーカー間,モデル間･さらには国
家間を通じて固定されているものと仮定する･つまり軌を一定と仮定する･
この時 Aの上昇は,日本からの輸出価格の上昇によってのみもたらされるこ
とが分かる.すなわち同じ部品であっても高価なもの-の需要が･日本の良
質でメーカーに固有な技術集約度の高いものによって充足されていることを
反映していると類推される･従って･中国の自動車 1台当たりの日本製部品
輸出額の増加は,中国での自動車生産が単に旧型モデルの量的拡大を行って
いるばかりではなくて,WTO加盟の影響を受けて乗用車のモデル･チュン
ジの頻度を増やし高級車の増産にも携わっているためである･すなわち･
メーカーの希望に適合するような特注部品の需要が日本に対して増えている
のではないかということに気が付く. 
3分析枠組み 
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として換算し直したものである. メーカーによる部品の自社生産か外部調達かという選択に際しては,組織
デザインの系譜からすると,特注部品を生産する特別な技術やノウハウの存
在が重要な役割を持つとされている･このような特注部品を製造するために
31.
10.
している.加盟後の生産拡大は一般部品,特殊部品の別に拘らず,現地調達
中小企業が行う投資のことを ｢関係に特殊な投資 cIn丘S ipec-ipi honsRltea(や日本を含む全ての国からの輸入を増加させたことを示唆しているが,日本
1anu)ltntvesme ,RS ｣と呼び,これをAs ma (
を勘案すると,中国国内での自動車生産にとって技術集約度の高い良質な部 ニーズに効率的に応えるために必要とされる,部品製造者の側に求められる
品に関しては,依然として日本からの輸入に依存している面が大きいという 技術に対する投資｣と定義している6㌧ 中核企業,すなわちメーカーには,
ことが類推される. 契約により部品生産の専門家に製造を委託することで自社生産のコストを削
この点に関して,図 5で用いた指数の定義を基に考察する.指数人は定義 減出来るという利点があり,他方部品生産者にとっても,一度契約を取り付
)は ｢中核企業の特別なの対中国部品輸出が中国国内での生産増よりも速いペースで伸びていること 989
-
より, i A/ と表わすことが出来る.ここでMは日本の対中国部品総輸
出額,Qcは中国国内の自動車生産台数を表わす.次に,〆 ,mlをそれぞれ
Oc
-
 けることでメーカーと長期的な取引関係を構築することが可能となるという
anu利点がある.As maは,このような組織形態は日本の自動車産業と電気
日本製部品 iの輸出価格と対中国輸出数量とを表わすとすると,上式を変形 機械産業において顕著に見られると指摘している7)･
現代経営経済研究 第 3号 巻頭論文 :日本の対中国自動車部品輸出と契約に基づくアウトソーシング 11川
32.
 日本の自動車部品産業の対中国輸出関数理論的な展開は ossmanadHlepnGr man (200)にみられる.彼らは,産3
日本の自動車部品企業にとって中国国内のメーカーは全て顧客と考えられ業レベルにおいて,｢ Iの契約を伴う海外アウトソーシング｣が垂直的統
合に比してなぜ多くなるかを均衡モデルを用いて説明している.潜在的な部 るが,ここでは簡単化のために,E]本製部品を必要とする中国国内の自動車
品供給者の存在する地域の契約環境が良好で,かつ生産性が高く,その産業 メーカーは日系多国籍企業のみに限ると仮定する8㌧ この時各メーカーは,
SR
Pが大きく,相対賃金が低いような時に ｢契約に基づくアウトソーシ 次の 3つの内最適な手段を選んで ｢特注｣部品の調達を行うとする･の G
ング｣はより多く選好されるとしている. ① 現地の部品供給者と契約を結び外部調達を行う [中国でアウトソー
自動車産業における自社生産と外部調達の選択モデルを考察している分析 シング] 
D
② 系列関係にある日本企業から輸入する [日本にアウトソーシング]として,先ず Mo dTee ( )が挙げられる.彼らは,取引コ
ストの理論に基づくと部品供給者を変更する時に高いコストがかかる,従っ ③ 直接投資により現地生産 (垂直的統合)を行う [中国で自社生産]
2891cedtneverean
て高い技術費用を必要とするような部品生産の場合に垂直的統合により自社 Iこれらの選択肢のうち,①と②は ｢RS契約に基づくアウトソーシング｣
生産を行うことが多くなるとし,GM とフォードのケースで実証分析してい を表わし,③は直接投資による自社内生産を表わす･従って,日系現地企業
る. によって①または③の方法が選択されると,日本の対中国部品輸出は減少す
一方,H dS r(200)は実証分析において ｢ る.しかし,日系自動車メーカーが現地の部品供給者から ｢ 
を表わす指標を導入して,アメリカの自動車部品輸出関数を計測している. くアウトソーシング｣を行うのは,それによって効率が高まると期待される
彼らのモデルでは,この R 効果は部品に固有のものとは限らず,各国の
制度や社会システム,その他国に特殊な要因によって同じ部品生産でもR
2
I
pence
S
iesan,dRea, ISR 契約に基づの効果｣ISR
時である.この SRr Iの効果｣は,当該部品の生産が相対的にコスト高であ
る場合に高まると考えられる･例えば,エンジンやトランスミッション･アIS
クセルなどの生産は非常に技術集約的で,メーカーとの綿密なデザインの照の効果が異なると考える.例えば,日本の系列関係は部品生産者が RIを
行った時にその効果を高めるように機能するものと考える.それは,グルー
S
cedtnevere合や意見交換が不可欠である･Mo とTee によれば･こうした部
プ内の企業にとっては情報や技術の交換を行えるという利点が存在するから 品のエンジニアリング･コスト指数は高い数値を示している (表 1を参照)･
S従って,RIを実行できるだけの信頼性がある限り,潜在的には中国国内の
現地部品メーカーと 
である.従って,日本国内で系列取引の多い部品産業では RIを行うこと
によって得られる付加価値が高く,系列企業からの調達が多くなる.このた
S
ISRr 契約｣を結ぶ可能性があり･その場合には日本か
めにアメリカからの輸入は少なくなるとし,彼らの分析結果はその仮説を支 らの輸出と代替されることになる･
持している. また,rRSIの効果｣はメーカーとサプライヤーが系列関係にあるかどう
dTml n(200)は,東アジアでの海外調達の増加が系列関0insooaningC low かによっても影響を受ける.系列グループ内で部品を調達するということは,
係にある日本国内の中小企業にネガティブな影響を与えていると指摘してい 技術や情報の交換によりメーカーは本当に必要でオ1)ジナルなものを注文出
る.特に,巨大な多国籍企業はグローバルな供給ネットワークをいつでも活 来ることを意味する.日本における自動車産業の部品調達行動が中国におい
用することが出来るので,価格交渉の面で中小企業よりも常に有利な立場に ても引き継がれると仮定すると,日本で系列取引の多い部品産業では中国で
あるとしている. 生産する際にも当該部品は系列企業が販売,すなわち日本から輸入すると予
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想される.他方,日本において系列取引のそれほど多くない部品産業であれ
ば,中国に移転したメーカーに対して供給し続けるとは限らず,中国現地企
業との ｢RSI契約に基づくアウトソーシング｣によって代替される可能性が
高まることになる.
日本円と人民元の為替レートの変動は,中国国内において部品調達を行お
うとするメーカーにとって,コストの有利性に影響を与えるため重要である.
日本製部品が相対的に割高であるとすれば,円高 (人民元安)が進行すると
輸入コストが上昇するため,現地で供給者を探し始めることになる.しかし
反対に為替レートが円安 (人民元高)に向かうと,現地調達のコスト面での
有利性は輸入に比べてそれほど魅力的ではなくなってくる.ただし,データ
のサンプル期間中は人民元がドルに対してほぼ固定されているので,円と人
民元との為替レー トはドルを介したクロス ･レートを用いる.円 -ドルレー
トの変動は多国籍企業にとって国際戦略上とても重要であると思われるので,
それと連動した人民元との為替レートは中国の日系多国籍企業にとっても戦
略的に重要であると考えられる.
次に,完成車需要の拡大が自動車部品需要に及ぼす 2つの影響について考
ものである.旧来のモデルで生産を増加させるだけの場合には,部品需要も
比例的に増加する.それは日本からの輸入部品も含めて増加すると考えられ
るが,複数契約を結んで価格の安い供給者から調達することの多い中国メー
カーはむしろ,現地や東南アジア諸国の低価格部品の購入をより多く増やす
と予想される. 
2つ目の影響は,自動車部品需要が一律に増加するというのではなくて,
特注部品の需要が相対的に多くなるという状況を指す.これは需要拡大に対
応する中で,高級車や新しいモデルの導入を頻繁に行う場合に既存の部品を
調達するだけでは間に合わない.そのため新しいデザインに沿った特別な部
品が必要となり,メーカーはそのような部品を製造するために ｢関係に特殊
な投資 (｢RSI｣)｣を行える企業を探すことになる.日系企業は現地の部品
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供給者とこうした単一契約を結ぶことも考えられるが,現地供給者の技術水
準が低いなどの理由で日本からの輸出の方が増加する可能性は高い･
以上の議論を踏まえると,日本の自動車部品産業の対中国輸出関数は次の 
(1)式のように表わすことが出来る.
ここで ,t年における日本の自動車部品産業 iの対中国輸出額 EX忘は,E ]
本における部品 iの価格 射 )を 1人民元当たりのE ]本円として定義された
為替レー ト (el)で人民元建てに換算して得た当該部品の輸入価格,自動車 
1台を生産するのに必要な部品iの投入数量 (β,)に中国国内における自
動車生産台数 折)を乗じて得られる当該部品の需要量,及び ｢関係に特殊
な投資 (RSI)の効果｣(〟.)と中国国内の自動車メーカーが WTO加盟前
後の需要拡大に際してモデル .チュンジを行う確率 ( 'T)とに依存する0LO
関数 (L の投入係数 β,J)であることを示している.ただし,部品 i ( )と
日本における部品 iの価格 射)は所与とする. 
4 実証分析 
4.
1 推計式の特定化
部品産業内では各メーカーが ｢RSI契約に基づくアウトソーシング｣を行
うかどうかの判断を行うが,全てのメーカーが同じ判断をするとなるとその
部品産業全体として現地調達のみ,または日本からの輸入のみという 1かゼ
ロかの選択を行うことを意味する.しかし現実には,一つの部品産業の中で
も現地調達を行う企業と系列企業から調達 (輸入)する企業とが混在してい
る.従って産業全体としては,現地調達の割合の方が多い,または系列取引
が主流であるというように,一般的には中間的な状況にある.そこで実証分
析のモデルを特定化するに際して,一部品産業内である企業は現地調達を多
く行い,また別の企業は輸入を多く行うという仮定を設ける.特にこの多様
性を,中国に存在する日系メーカーのモデル･チュンジを行う頻度が異なる
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という点に求め,部品供給者にとって事前には顧客であるメーカーが頻繁に データ4
モデル ･チェンジを行うかどうかは分からないので,推計式では何らかの確 実証分析のためのデータ･セットは,日本の自動車部品 10産業に関して
立変数であるとする.系列企業のように技術水準が高くRSIの可能な企業 対中国輸出額を 1994年から2003年についてプールしたものである.統計
にとっては,自動車生産拡大局面においてメ-か-がより多くの高級車や新 は日本関税協会,『日本貿易月表』の各年 12月号からHSコード9桁分類で
型モデルを導入するのであれば契約のチャンスが広がることになる.WTO 入手している.表 1にこれらの部品産業名を示してある.
2.
加盟の影響で高級車需要が拡大していることから中国国内の日系メーカーも 各 ｢RSIの効果｣を表わす指標は,H d,Rie dSpans,ea r(2002ceen
新型モデルを導入していると考えられ,従って日本の部品メーカーに対する 表 1 主要自動車部品生産における｢関係に特殊な投資(RSr)の効果｣対応表 
需要も増加していると類推される.そこでこうした状況を検討するため,樵
E]本関税協会r CIO(2ceanesea日本貿易月表｣ H d.Ri. dSpen r 2) 
計においては ｢RSIの効果｣を表わす変数とwTOダミーを掛け合わせた項 
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表 2 日本の対中国自動車部品輪出関数の推計結果
J
引用している.彼らの部品分類と日本関税協会の分類との対応関係は表 1に
示されている.この対応を行う上で推計に用いる部品の種類が減少している.
マッチングできない部品と指標が利用可能でない部品については今回の推計
から外しており,その結果部品産業の総数が 16から 10に減っている. 
He l.によるエンジニアリング･コス ト･レイティング指標は,ちd ta ea,
2891ともとは Mo dTeee( )による計算である.本分析ではこの
指標をそのまま用いる.また,系列取引割合と自社生産割合の数値は, 
can
dtnevere

Ma inktrelDdowe gC s(199)によってまとめられた日本の自動車
メーカー 11企業に関する調査資料に基づいて計算されたものである.これ
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被説明変数は日本の対中国自動車部品輸出額(対数表 )示 hEX〔] 
係数 モチル モデル モデ モデル モデル1 2 ル3 6 7
2
01722 .
2
7
1
394i (( (■ -- -
``■890144996000 ))17 06 ー 77755 5 卜- ～
015572 ..
らの指標を作成するのに H l
に用いているので,表 1で示された数値はこの年の状況を表わしているもの
Ddowe
d tea ea, .は 1996年の生産割合をメーカーごと
であるという点に留意すべきである.筆者の入手した lの情報では 
ld tea ea,H .の計算とほほ同様の値を示しており,この研究では彼らの数値
をアップ･デートせずに用いることにする.
中国国内における自動車生産台数は,中国統計局の 『中国統計年鑑 200』4
から入手している.日本円と人民元の為替レートはアメリカ･ドルを介した
-taSiLnanca'tFi LonaIt tneynaクロス ･レー トであり,各為替レー トは IMFの 
4年 8月号から入手した.0icsitst の CDIROM 1年版,及び 20002
注 :括弧･( ){内の数字は【値を表わす.7スタ･)スク,***,は1%の有意水準で,**は5%の有意水
3002401を用いている.デー タ･セットは自動車部品 産業について,199年から 年までの10年にわたるパネ43. 推計結果
ル構造をとっている. Hこれらは表1でFEl本貿易月割と )との産業分類が2(penceran
es,
dea Ri dS 200
産業であ
,
る.ECRI対応可能で,かつ｢RS 01の効果｣のデー タが利用可能な , -エンジニアリング･コスト表 2は( 式の推計結果を表わしている.始めに,｢ 
変数を除いて推計した結果をモデル 1で示している.自動車生産高の推定値
)2 の効果｣を表わすISR
)-系列企業による部品生産の割合(%),INH=部品の自社生産を行っている割合(%,CCAROUT=KEI
-中国国内における自動車生産台数,JCER-中国通貨1人民元を日本円で表わした為替レー ト,またACC
DUM=アジア通貨危横ダミー ` 汎 及び99年の時に1をとり,その他の年は0をとるIWTO-7,991
1wTOダミー  200年 3,oz年,0 n年の時に1をとり,その他の年は0をとる.1は当該変数の値を対数表は正で,1%の水準で統計的に有意である.中国国内の生産水準が高まると, 示していることを表わす. 
日本の対中国自動車部品輸出が増加するという関係を表わしている.アジア
の通貨危機ダミーの推定値は負で有意である.これは中国-の輸出割合が常
に上昇しているが,実際には部品輸出に対して負の影響を与えていたことが
理解される.円と人民元の間の為替レー トは予想通り正であるが,統計的に
有意ではない.
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モデル Zと 3は ｢RSIの効果｣を表わす変数を含めて推計している.モデ
ル 1に比べて,全体的に推定結果は改善している. ECRとKEIは両変数と
も正で統計的に有意である.つまり,エンジニアリング･コストの高い自動
車部品ほど対中国輸出を増加させていることが分かる.また,日本において
系列企業で生産される割合の高い部品の輸出は,同様に対中国輸出を増加さ
せている. EC NHを用いた場合にも ,KE NHの両変Rの代わりに変数 I IとI
数とも統計的に有意な正の相関関係を自動車部品輸出との間で示している.
モデル 4から 7は WTO加盟の影響を考察している.モデル 4では ECR
の交差項が負の推定値を表わしているが,統計的に有意ではない. KE【の交
差項は正であるが,やはり推定値は有意水準を満たしていない.ところが,
これらのモデルにおいて為替レートと自動車生産の間に高い相関関係が見ら
れることから,為替レートの項を除いて推計してみたのがモデル 5である9㌧ 
KEIの交差項は正で,統計的にも有意である.従って ,WTO加盟後に始
まった自動車ブームで,系列関係の取引の比較的多い自動車部品産業では日
本から中国への輸出が増加しているということが理解される.
モデル 6はWTOの影響をエンジニアリング･コスト (ECR)ではなく ,
自社生産 (INH)の観点から吟味している. INHの交差項は負で統計的にも
有意である,また,為替レートを除いたモデル 7は,KEIの交差項が正で有
意であることを示している.従ってこれらを総合すると,中国の WTO加盟
による自動車生産の拡大はE ]本の対中国自動車部品輸出に対して,次の 3つ
の影響を示唆していると考えることが出来る.第一に,エンジニアリング･
コストの高い部品ほど日本からの輸出が増加するが,自動車生産の拡大があ
まりに大きいと,中国国内の日系多国籍企業は直接投資により中国で特殊部
品の自社生産を増加させる傾向にある 10㌧ 第二に,日本国内で系列取引割
合の高い部品については日本からの輸入を拡大し ,WTO加盟後の自動車生
産拡大でこの傾向はさらに強まっている.第三に ,RSIを必要とするような
部品生産は,日本の系列企業をパートナーとすることが多い.
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5 結 論
本論文では,高い生産コストにもかかわらず,日本の中小自動車部品企業
がグローバルな市場で競争していけるのかどうかを吟味することを目的の-
っとしている.これを RSI契約のモデルを基にした自動車部品輸出関数を
用いて,中国の自動車生産拡大の影響を分析することによって検討した.
データが指し示すところによると ,WTO加盟による中国国内の自動車生産
拡大は日本の自動車部品輸出の大幅な増加をもたらしている.一般的な部品
は他のアジア諸国からも低価格の供給が可能なので,日本の部品メーカーは
価格競争力で太刀打ちできないと思われる.従って.日本からの部品輸出の
多くはむしろ特殊部品であると類推される.これは実証分析の結果によって
支持され,特に,部品のエンジニアリング･コストが高まるほどその部品の
対中国輸出が増加するという関係によって検証された.つまり,技術集約度
の高い自動車部品は,日本の系列関係にある中小企業により中国に供給され
る可能性が高いと言える.さらに,中国の自動車生産ブームの中で,系列関
係の強さが中小企業の対中国輸出を促進しているということが確認された.
従って中国市場においては,系列関係にある日本の中小企業は技術集約的な
特殊部品の生産において,依然として比較優位を維持していると考えること
が出来る. 
2003年版の 『日本の自動車部品工業』によると,グローバルなコスト競
争力を構築していくことが日本の自動車メーカー,とりわけトヨタ,の主な
戦略となっていることが報告されている.中国の低労働コストと潜在的に高
い技術水準とを加味すると,今後日系多国籍企業はこうしたコスト競争力と
高品質の部品調達とを中国で進めていく可能性が高まると思われる.さらに, 
wTO加盟に伴う中国の自動車ブームは一時的なものとして終蔦してしまう
ことも予想されているので,特殊部品をグローバルな市場に低価格で提供し
ていくことが,日本の中小自動車部品企業にとってこれからの重要な戦略と
なってこよう . 
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